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平成 16 年度組織及び定数の見直しについて 

 
平成 16 年 2 月 10 日 

千葉県総務部総務課 

電話：043-223-2464 

 

Ⅰ 基本的な考え方 
  

○ 行政のスリム化 

   「千葉県行財政システム改革行動計画」の着実な実施を図り、より簡素で効率的な  

組織体制をめざしました。 
 

  ○ 人的資源の重点的配置 

   「ちば 2004 年アクションプラン～今後の県政運営における重点施策～」を強力に展開

し、自立性と特色のある県政をすすめるため、限られた人員の重点的配置をめざしまし

た。 
 

  ○ 部局横断的な取り組みの推進 

   県政の最重点施策である「５つの戦略プロジェクト」を、横断的・融合的かつ強力に

展開することのできる組織体制をめざしました。 

 

 

Ⅱ 組織改正の概要 

１ 県土整備部の新設～土木部と都市部の統合～ 

必要な県土の整備及び災害等緊急時の対応を総合的でより効果的に行うため、土木部

と都市部を統合し、県土整備部を新設します。 
 

土木部 １２課 

都市部  ９課 
 
２ 知事部局 主な組織改正 

（１）戦略プロジェクト推進室の新設 

    「観光立県千葉の実現」に向けたグランドデザインの企画立案や「健康づくりふる

さと構想」の推進に係る各種施策の強力な展開を図るなど、県政の最重点施策である

「５つの戦略プロジェクト」に横断的かつ融合的に取り組むため、総合企画部に戦略

プロジェクト推進室（課相当）を新設します。 

 

（２）政策調整室の廃止、総合計画課の企画調整課への改組 

    戦略プロジェクト推進室の設置にあわせて政策調整室を廃止するとともに、総合 

計画課を企画調整課に改組して、総合的な政策調整機能を知事室と分担することと 

します。 

    また、地方分権時代における自治体のあり方の検討をすすめるため、企画調整課に

地域自立戦略室を新設します。 

 

⇒ 県土整備部 １８課 
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（３）ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）相談支援体制の強化 

    地域におけるＤＶ被害者相談支援体制の整備を図るため、新設する各健康福祉セン

ターを地域配偶者暴力相談支援センターと位置づけ、ＤＶ相談のための専任職員を配

置します。 

 

 

（４）総務ワークステーションの新設～内部事務の集中処理化～ 

全庁的な情報系ネットワークと一人一台パソコンを活用し、県庁の全所属で行われ

ている人事給与事務等の内部事務を集中的に処理するため、総務ワークステーション

を新設します。 
 

 

（５）職員研修業務の外部委託化 

    戦略的な政策運営を担う人材の開発に資するため、職員研修の企画、実施、運営に

係る業務を外部委託し、研修の高度化による確実な能力向上を図ります。 

このため、職員研修所を廃止して、人材開発の企画立案と職員の能力開発の拠点と

して職員能力開発センターを新設します。 
     
 
（６）健康福祉指導課の新設 
    ①健康福祉の総合的情報提供、②健康危機管理、③福祉施設等の監査指導の調整の

３つの柱により関係課を横断的に指導し、新設する各健康福祉センターを強力に支援

する体制を整備するため、健康福祉部に健康福祉指導課を新設します。 

なお、これに伴い社会福祉課を廃止します。 
 

 

（７）児童虐待に対する体制強化 

    児童虐待の発生、再発を予防するため、児童家庭課に虐待防止対策室を新設します。

また、虐待件数の多い中央、市川、柏の各児童相談所において児童福祉司の増員を図

り、子ども家庭特別対応チームを編成し児童虐待の困難ケースに対応します。 

 

  

（８）産業を担う人材の育成のための体制整備 

    県の産業振興施策と産業を担う人材の育成を緊密に関連付け、多様化・高度化する

職業訓練ニーズに迅速かつ柔軟に対応するため、職業能力開発課を産業人材課に改組

します。併せて、千葉高等技術専門校をちばキャリアアップセンターに改組し、各高

等技術専門校の庶務課を相談支援課に改組します。 
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３ 知事部局 出先機関の再編・整備 

地方分権の進展、IT 化の進展などを踏まえ、新たな時代の要請に応え得る簡素で  
効率的な体制づくりにより、県民サービスの向上を図ります。 
 

（１）県民センターの設置～支庁の見直し～  
市町村合併や地方分権の進展による市町村の機能強化を踏まえ、総合出先機関で 

ある支庁は廃止し、旅券発給や各種相談窓口など地域に密着した事務や、地域特性か

ら生じる課題に迅速に対応するため、新たに県民センターを設置します。 
 

１０支庁 ⇒ ５県民センター ５事務所 

  

（２）支庁税務課・県税事務所の単独事務所化 

支庁税務課・県税事務所は名称、業務内容が県民にわかりにくいという意見がある

こと、また、独立した専門性の高い業務を行っていることから、県税事務所として単

独事務所化します。 
 

１０支庁税務課・５県税事務所 ⇒ １３県税事務所 ２支所 

 

（３）健康福祉センターの設置～支庁社会福祉課と保健所の統合～ 

①保健と福祉の総合的情報提供及び窓口の一本化 
②県民の健康を守る健康危機管理 
③介護保険や支援費制度に対応した地域福祉の推進 
これらの３つの機能を強化するため、支庁社会福祉課と保健所を統合し、健康福祉

センターを設置します。 
なお、健康福祉センターは地域保健法に規定する保健所とし、県民になじみのある

保健所という名称も併用します。  
    １０支庁社会福祉課、１４保健所 ⇒ １４健康福祉センター〔１４保健所〕 

 

（４）農林振興センターの設置～農林関係出先機関の再編～ 

ソフトとハードを一元的に管理し農林関係事業の総合的な展開を図ることにより、

本県農林業の発展に資するため、支庁農林振興課、農業改良普及センター及び土地改

良事務所を統合・再編し、農林振興センターを設置します。 

 

                    

 

 

 

（５）地域整備センターの設置～土木事務所、港湾事務所、都市計画事務所の再編～ 

地域の総合的整備を円滑に推進するため、土木事務所、港湾事務所、都市計画事務

所を統合・再編し、地域整備センターを設置します。 
 

 

１０支庁農林振興課 

１０農業改良普及センター 

１０土地改良事務所（１支所）

両総用水管理事務所 

１６土木事務所（７支所） 

 ３港湾事務所 

 ４都市計画事務所 

⇒ １０農林振興センター 

⇒ １１地域整備センター ９整備事務所 ３港湾事務所
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４ 水道局 県水お客様センターの新設及び営業所、配水工事事務所の再編 

  給水申し込みや解除の届出、問合せ・相談窓口のワンストップ化により、お客様サービ

スの向上を図るため、県水お客様センターを新設します。（H16.8 予定） 

  また、７営業所及び４配水工事事務所を３水道事務所に再編し、簡素で効率的な業務執

行体制とします。 

 

５ 企業庁 事業収束に向けた体制整備 

  新規土地造成の中止をはじめとする企業庁改革の方針（H15.2）を踏まえ、企業庁事業の

収束に向けた体制を整備するとともに、事業量の推移を踏まえて組織のスリム化を図りま

す。 

[管理部] 

経営管理業務の財務課への移管等により企画経営課を廃止し、事業整理、清算業務の

司令塔として事業整理課を新設します。また、総務広報課を企業総務課に改組します。 

[地域整備部] 

   工業団地の計画中止等を踏まえ、簡素で効率的な組織体制とするため臨海建設課と内

陸建設課を建設課として統合し、臨海北部建設事務所を千葉建設事務所に統合します。 

   また、土地分譲を積極的に進めるために、業務課の名称を土地分譲課に変更します。 

[ニュータウン整備部] 

   建設業務の減により千葉ニュータウン建設事務所を廃止します。担当業務は計画建設

課に移管し、計画建設課の名称を事業調整課に変更します。 

 

６ 病院局の新設 地方公営企業法の全部適用 

  病院事業の戦略的・弾力的経営を可能とし、事業管理者、施設長等の権限と責任を明確

化、強化するため、県立病院課を経営管理課に改組するとともに、７病院とあわせて病院

局として知事部局から分離し、地方公営企業法を全部適用します。（組織体制はＰ．６参照） 

 

７ 教育庁 

（１）教育事務所の設置～教育庁地方出張所の再編～ 

指導業務の充実及び教職員人事の活性化を図るため、地方出張所を再編し、教育事務

所を設置します。 

地方教育センターは廃止し、教育相談業務を教育事務所へ移管します。また、研修・

研究業務は総合教育センターで一元管理します。 

なお、指導・教育相談業務を所掌する分室を設置します。 
 

１１地方出張所、４地方教育センター ⇒ ５教育事務所 ５分室 

 

（２）房総のむらと房総風土記の丘の統合 

   原始・古代から近現代までの衣・食・住・技の移り変わりをタイムトラベルしながら 

  学ぶことができる施設として整備するため、房総風土記の丘を房総のむらへ統合します。 
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Ⅲ 千葉県職員定数条例の改正（平成 16 年 2 月定例県議会提案予定） 

  病院局の設置及び定員適正化計画の実績を踏まえた定数の見直しに伴い、次のとおり 

改正を行います。 

現 行 改正案 増減 

知事の事務部局の職員のうち 

病院の職員        2,009 人 
病院局の事務部局の職員 2,009 人  

知事の事務部局の職員のうち 

病院及び大学以外の職員  8,704 人 

 

大学以外の職員    8,504 人 

 

▲200 人 

水道局の事務部局の職員   1,311 人 1,257 人 ▲ 54 人 

企業庁の事務部局の職員    747 人              696 人 ▲ 51 人 

選挙管理委員会の事務部局の職員 5 人 8 人 ＋3 人 

 

 

 

《参考》出先機関等の再編・整備について 

 

  土木部と都市部の統合による県土整備部の新設や、支庁、土地改良事務所、土木事務所

等の出先機関の再編・整備については、「出先機関等の再編・整備案」として平成 15 年 11

月 12 日に既に公表しており、平成 15 年 12 月定例県議会において関係条例が可決されてい

ます。 

詳しくは県のホームページをご覧ください。 

 

http://www.pref.chiba.jp/syozoku/a_soumu/gyokaku/iinkai/desaki0311-j.html 

  

 


